BIS論壇　No.152　「アジアインフラ開発銀行」（AIIB）と「一帯一路」戦略
　　　　　　　　　　　　　　　　中川十郎・日本ビジネスインテリジェンス協会理事長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名古屋市立大学22世紀研究所・特任教授
　5月14日、第13回中国研究サロンが市ヶ谷の科学技術振興機構で開催された。講演演題は『「一帯一路」構想と「中国外交の変貌」』。講師は上海国際問題研究院学術委員会副主任の呉　寄南氏で、極めて有益な講演であった。
　中國は18期党大会後、『中国外交「３・０」時代の幕が開かれた。その特徴は戦略的な視野で既存の国際秩序への単なる［参加者］から「参与しながら改革を図る」への転換である。中国のこれまでの「革命外交」、「経済外交」から「戦略外交」への転換だ。』　
　「一帯一路」構想は「シルクロード経済ベルト」と「21世紀の海のシルクロード」から構成されている。その中核が「アジアインフラ投資銀行」（AIIB)と「シルクロード基金」だ。これらにより将来、２１世紀の世界経済発展の軸となるアジアと欧州の経済がユーラシアで密接に結びつくことになる。
中国は「ウインウイン協力」政策を断固として進め、「親善、誠実、互恵、包容」の理念で動く。中日両国は引っ越しのできない隣国同士であり、「和すれば互いに利あり、闘えば傷つく」。友好的に付き合うことが唯一の選択である。日本は一日も早く「一帯一路」構想に加わってほしいと願うと強調された。まったく同感である。
日本はアジアの一国でありながら、米国に気兼ねし、アジアの主要国で唯一、AIIBへの参加を見合わせた。米国は北米ではすでにカナダ、メキシコと北米自由貿易協定（NAFTA）を1994年に結成し、着々と北米での地歩を固めている。日本は世界で最も発展するアジアでの自由貿易地域すらいまだに結成していない。アジアに足場を築き、日本、中国、韓国のFTA自由貿易協定をまず結ぶべきだ。そのあとASEAN10カ国、さらにインド、豪州、ニュージーランドとのRCEP(包括的東アジア地域経済連携)を早急に締結することこそ喫緊の課題のはずだ。アジアでの米国の国益、企業益を追及するTPP（環太平洋連携協定）はそのあとで良い。
　アジアインフラ投資銀行は20日からシンガポールで参加57カ国の首席交渉官会議を開催し6月中の設立協定締結を目指すという。出資比率は中国30%。アジア域内全体で75％、域外25％の比率で交渉中。資本金は当初の500億ドルから1000億ドルに増額される可能性が高いという。6月25日に設立協定の署名式が北京で行われる公算が大きい。中国はすでに「シルクロード基金」を2014年末資本金400億ドルで設置済みである。7月のBRICS(ブラジル、ロシア、インド、中国、南アフリカ)首脳会議で上海のBRICS開発銀行の総裁、経営陣を決定し、年内には運営も始まる。21世紀最大の経済発展軸のアジア、ユーラシアでの経済発展が動き出す。米国追随の日本は今のままではアジアや発展途上国から置いてきぼりにされ、相手にされなくなり孤立するであろう。
日本は己の国益を考え、まずアジアの一員としてアジアとの関係強化、友好親善関係強化に全力を注ぐのが筋である。米国一辺倒の政策から脱皮すべきだ。
